
第１号議案

 

令和３年度 事 業 報 告 

自 令和 3年 4月 1日 

至 令和 4年 3月 31日 

 

公益社団法人 自彊術普及会 

 

Ⅰ 【概  要】 

世界的な新型コロナウィルスの感染拡大によって 1年延期された東京オリンピック・パラリンピ

ックの開催、岸田新政権の発足とその直後の衆議院議員総選挙、東日本大震災から 10 年、熊本地

震から 5年となる令和 3年度（2021年度）。大きなニュースもあったが、まだまだ「コロナ禍」の

影響が色濃く残る 1年であった。 

１．社員総会、理事会、支部長研修は原則リモートにて開催 

決算理事会（5 月）、予算理事会（令和 4 年 2 月）、予算総会（3 月）は緊急事態宣言やま

ん延防止等重点措置発令の影響でリモート（Zoom・電話会議）や「書面による議決権行使」で

の開催となった。一方、通常総会（6 月）は、会場出席者は制限したものの感染拡大の隙間を

縫って京王プラザホテルでの“実開催”にこぎつけることが出来た。正会員各位のご理解とご

協力に心より感謝申し上げる。 

また今年度は、本会の IT化推進の一環として 56支部を対象にタブレット端末（iPad）を配

布し、三密を避けての支部長会議(Zoom会議)の開催（5月・10月）や、本部、総支部、支部間

の連絡を密に行うツールとしての活用を開始した。 

２．会員数の減少 

コロナ禍の影響で先の見通せない混迷の中、会員数は、3年連続の減少で約 48,000名となっ

た。ただし減少幅は約 3,600 名（7％）程度に止まり、当会運営の致命的な脅威とはならなか

った。これは指導者各位の受講生との繋がりの深さと、自彊術が免疫力や自己治癒力の強化に

効果が期待できること、また会員皆様にとって生活の一部として位置づけられていることが大

きな理由であると考えられる。困難な状況下にもかかわらず、指導者層の世代交代や支部組織

体制の強化に取組まれている各支部長並びにそれを支える指導者各位のご努力に、心より敬意

を申し上げる。 

３．研修会等の再開 

令和元年 10 月以降休止していた「本部研修会 in熱海」が 11月 26・27日に 2年ぶりに開催

され、今まで我慢を重ね蓄えていた力が一気に爆発したかのような活気あふれる研修が展開さ

れた。ワクチン接種の進展、検査・医療体制の充実等の実施環境の好転もあるが、万全の感染

予防対策にご協力いただいた、会場ホテル・講師・受講生・本部職員に感謝申し上げる。 
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４．私たちの務め 

 新たな異種ウィルスまん延の恐れ、緊迫度を増すロシア・ウクライナ情勢など不透明な時代

ではあるが、こんな時期だからこそ今一度、公益社団法人としての事業目的を思い起こし、自

彊術普及への更なる高みへ進みたいと考える。 

「自彊術は（中略）自らの心身の健全性を維持増進せしめるのみならず、更にその普及活動を

通じて、多くの人々の心身の健全な発達に寄与し、健康で豊かな社会の形成に大きな貢献をし

ているものと自負しております。」（「設立趣意書」より抜粋） 

 

会  員 令和 3年 3月末 令和 4年 3月末 増  減 

正 会 員 ６３４ ６１６ -１８ 

賛助会員 ５０，９５９ ４７，３４７ -３，６１２ 

合  計 ５１，５９３ ４７，９６３ -３，６３０ 

 

 

II 【事業の内容】 

公公１１ 普普及及促促進進事事業業  

１１．．指指導導講講習習会会のの実実施施(定款第４条第１項(1)) 

  ①感染拡大に伴う会場閉鎖や安全への配慮からの自粛を余儀なくされ、活動は制約を受けた。 

しかし、感染状況には地域的な差があり、ワクチン接種、マスク着用、3密回避、検温、手 

指消毒、換気を心掛けた上での講習会実施の努力がなされた。 

   北海道 東北 関東 中部 関西 中国・四国・九州   合計 
既存教室 
R2 年下期 
（確定値） 

62 256 2,736 632 766 435 4,887 

R3 年度増減 

(※速報値) 
0 -3 -57 -16 -12 -38 -126 

計 62 253 2,679 616 754 397 4,761 
※ 各支部長申告のデータより算出しています。 

② 受託講習会 

  コロナ禍における生徒数減少、感染防止対応などのため、各カルチャーセンターも活動 

休止・中止あるいは教室縮小を余儀なくされた。 

 

２２．指指導導者者養養成成及及びび資資格格・・称称号号のの授授与与(定款第 4条第 1項(2)) 

「自彊術」を後世に永くかつ正確に継承する為に、また安全かつ適切な指導による自彊術体操

の普及を確保する為に、その原点である療法と体操を基礎から学ぶ研修会を実施し、その修練

と研鑽による技量に応じて指導者資格を認定授与する。 
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(1)指指導導者者養養成成特特別別研研修修会会(「指導者資格・称号の授与等に関する規程」第 5条) 

■本部研修会 

 「準師範等研修会」に於ける検証・確認事項を、正会員をはじめとする現役指導者及び 

資格取得を目指す者に直接伝える研修を行う。安全かつ適切な指導を全国的に維持・  

確保する重要な研修会である。 

 

①① 「「本本部部研研修修会会 iinn熱熱海海」」 

第 112回 令和 3年 4月 9日～10日    中止 

第 113回 令和 3年 6月 18日～19日    中止 

第 114回 令和 3年 11 月 26日～27日 

指導者 師範 2名・準師範 1名・奥伝 1名 

受講対象者 中伝取得者、中伝を目指す者 計 36名 

 コロナウイルス感染症対応の必要性から 4月 6月と中止としたが、11月(第 114回)は 

シニア(第 15回)と合同で開催する事ができた。 

 

②②「「シシニニアア本本部部研研修修会会 iinn熱熱海海」」(68歳以上の、指導者を目指す者を対象とする。) 

第 15回 令和 3年 11 月 26日～27日 

指導者 奥伝 1名 

受講対象者 中伝取得者、中伝を目指す者 計 13名 

     

③③「「本本部部道道場場研研修修会会」」 

東京を中心とする首都圏の会員を対象とし、年 10回を 1タームとする基準をもって実 

施する研修会であるが、深刻な感染状況の中、本部道場の全施設の完全消毒、ワクチン 

接種、マスク着用、検温、手指の消毒、換気、３密回避の徹底を図りつつ、已むを得な 

い中止を除いて 7回  実施された。 

    

■「「総総支支部部指指導導者者養養成成所所研研修修会会」」 

  各支部の中核となる指導者養成のために、総支部に於いて年 10回を 1タームとする基準 

をもって実施する。コロナ禍の影響により下表の実施結果となった。 

総支部名 実 施 会 場 実施回数 

東北総支部 福島市霞町  福島市市民会館   8  

神奈川県総支部 本部道場   6 

中部総支部 名古屋市   アイリス愛知   7 

関西総支部 吹田市    さんくすホール   6 

九州・中国総支部 福岡市    警固神社   10 

九州・中国総支部 北九州市   菅原神社    6 
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■「「地地方方特特別別研研修修会会」」 

 各支部の中核となる指導者養成のために各支部の要請に応じ、年 1回随時実施する。 

 予定されていた 25 地域における研修会は、各地域の感染状況を慎重に判断することを基本 

に延期、再延期するなど可能な限りの努力を重ね 15地域で開催が可能となった。 

 

令令和和 33 年年度度  地地方方特特別別研研修修会会  

 

 

 

番号 支部名 場　　所 実行委員長

1

東北総支部合同

（福島・山形県・茨城県・

宮城県北）

6月6日 日 ～ 6月7日 月
飯坂温泉

摺上亭大鳥
髙原恵子 齋藤節子

2 関東B-③ 6月22日 火 ～ 6月23日 水 本部道場 藤井靖子 丹羽とも子 加納幸子

3 関東B-④ 6月29日 火 ～ 6月30日 水 本部道場 三上博子 小倉憲子 渡邉公子

4 関東B-② 7月3日 土 ～ 7月4日 日 本部道場 吉川由美子 佐藤美枝子 小倉眞理子

5 関東B-① 7月6日 火 ～ 7月7日 水 本部道場 門倉久美子 劔早百合 伊倉まゆみ

6 兵庫県支部 7月10日 土 ～ 7月11日 日
ホテル北野プラザ

六甲荘
四本多美子 綿田芙美枝

7 京都府・奈良県・大阪東支部合同 7月24日 土 ～ 7月25日 日
パナソニック

リゾート大阪
鳴尾桂子 朝倉淑美

8 石川県支部 9月4日 土 ～ 9月5日 日 石川県文教会館 木戸外茂子 久留恵子

9 豊橋・静岡県・豊川支部合同  延期 10月9日 土 ～ 10月10日 日
静岡県職員会館

もくせい会館
加藤由美子 松井陽子

10 北海道支部　延期 10月17日 日 ～ 10月18日 月
札幌市

厚別区民センター
玉置百合子

11 名古屋・名古屋中支部合同 11月1日 月 ～ 11月2日 火 アイリス愛知 服部八子 富田節代

12 大阪府支部 11月6日 土 ～ 11月7日 日
パナソニック

リゾート大阪
綿田芙美枝 佐野典子

13

神奈川県総支部合同（横浜・

横浜朝日・横須賀・神奈川南・

神奈川ふじさわ・湘南・静岡

葵・横須賀南）

11月30日 火 ～ 12月1日 水 本部道場 花輪とも絵 鎌上恭子 松井陽子

14 滋賀県・京都洛中支部合同 12月18日 土 ～ 12月19日 日
パナソニック

リゾート大阪
朝倉淑美 久坂久代

15 わかやま県支部 1月22日 土 ～ 1月23日 日
和歌山市立青少年

国際交流センター
松尾令子 四本多美子 鳴尾桂子

特研開催日 講師
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(2)上上級級指指導導者者研研修修会会(「指導者資格・称号の授与等に関する規程」第 6条) 

奥伝資格以上の指導者を対象とし、その指導技術、徳育(自彊術の精神)の更なる涵養を図り、 

後進指導者を養成する能力を養うと同時に、自彊術体操を日本の一文化として後世に伝承す

る気概を持つ人材を育成することを目的とする。 

①① 準準師師範範等等研研修修会会（31 動・療法についての技術、指導法、その他、指導上の要点の検証及び  

確認をし、その結果を指導者養成特別研修会における研修に反映させることにより、指導

の全国的統一性、均質性を維持・確保することを目的とする。) 

箱根湯本において令和 4年 3月に予定されていたが、中止とした。 

 

②②  奥奥伝伝研研修修会会 

  (i)選抜奥伝研修会(将来、指導者養成特別研修会の講師となる者を養成することを目的と 

     し、その候補者約 30 名は本部が選出する。) 

    本部道場において令和 3年 4月 13日、10月 5日に予定されていたが、中止とした。  

(ⅱ)奥伝会(広く奥伝資格者を対象とする。) 

 箱根湯本において令和 4年 3月に予定されていたが、中止とした。 

 

③③  支支部部長長研研修修会会 

本部道場において令和 3年 4月 13日、10月 5日に予定されていたが、 

令和 3年 5月 19 日、10月 5日に本部より文書連絡を中心にリモート会議で代替した。 

 

(3)資資格格・・称称号号のの授授与与(定款第 4条第 1項(2)) 

免 状 年 度 月 人 数 小 計 

初 伝 

令和 3年 

 

4月 59名  

7月 108名  

10月 79名  

令和 4年 1月 90名 336名 

中 伝 令和 3年 8月 26名 26名 

奥 伝 令和 3年 6月   7名   7名 

準師範 令和 3年 6月  0名  0名 

師範 令和 3年 6月  0名  0名 

 

   地方区分別免状取得者分布は、下記のごとくとなった。 

 北海道 東北 関東 中部 関西 中国四国 
九州 

合計 

初伝  2 15 206 61 34 18 336 

中伝  0  4    15 3 3     1 26 

奥伝  0   0  2  3  1   1   7 

準師範  0   0  0  0  0   0   0 

師範  0   0  0  0  0   0   0 
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公公２２ 普普及及啓啓発発事事業業 

１１．．自自彊彊術術にに関関すするる調調査査研研究究(定款第 4条第 1項(3)) 

  自彊術受講者を対象に毎年実施されていた健康度測定調査(体力測定)及びパルスオキシ 

メーターによる自彊術実施前後の「血中酸素飽和度変化」の継続的調査は感染を避けるた 

め中止とした。 

   

２２．．自自彊彊術術にに関関すするる刊刊行行物物等等のの発発行行(定款第 4条第 1項(3)) 

((11))  機機関関紙紙「「自自彊彊のの友友」」のの発発行行  

 602,134部の発行となった。 

   令和 3年度各号の主な記事は次の通りである。「自彊術の先生になった友へのインタビュー」  

「我がクラスの自慢したい先輩」「各種体験談」等の定番記事に加えて、コロナ禍の中、本会 

理事・医学博士 関谷剛先生をはじめ多くの方々から記事をお寄せいただき、対コロナ生活の 

参考とした。 

 

4月号（542 号） 

 ・令和 3年度予算総会開催 

 ・令和三年 皆でエール！ 

 

5月号（543 号） 

 ・リモート会議～タブレット配布と活用研修～ 

 ・初伝免状 令和 3年 4月 1日附（59名） 

・災害対応募金活動のお礼とご報告 

   

6月号（544 号） 

 ・名古屋中支部たより 

 ・感染症とは？（１） （理事 医学博士 関谷剛） 

   

7月号（545 号） 

 ・公益社団法人自彊術普及会 第 11回通常総会 

 ・令和 2年度 正味財産増減計算書 

 ・感染症とは？（2） （理事 医学博士 関谷剛） 

 ・コロナ禍での挑戦（STAY  HOME） 

 

8月号（546 号） 

 ・東北総支部合同地方特別研修会 

 ・初伝免状 令和 3年 7月 1日附（108名） 
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9月号（547 号） 

 ・～温故知新～自彊術の創業者中井房五郎氏 

 ・中伝免状 令和 3年 8月 15 日附（26名） 

 ・運動とコロナ感染症とは （理事 医学博士 関谷剛） 

   

10月号（548号） 

 ・兵庫県支部地方特別研修会を終えて 

 ・2020東京パラリンピックボランティア体験 

  

11 月号（549号） 

  ・京都府・奈良県・大阪東合同地方特別研修会 

  ・初伝免状 令和 3年 10月 1日附（79名） 

 ・コロナ禍で出逢った『台所の心理学』に感動！！ 

 

12月号（550号） 

  ・～温故知新～渋沢栄一氏と中井房五郎先生 

・まん延防止中の地方特別研修会 

・第 114回本部研修会・第 15回シニア本部研修会 in熱海 

  

1月号（551 号） 

・謹賀新年 

・自彊術は「私の命綱」 

・痒み （理事 医学博士 関谷剛） 

 

2月号（552 号） 

 ・初恋のラブストーリーから始まった自彊術 （会長 久保穎子） 

・初伝免状 令和 4年 1月 1日附（90名） 

・今年、卒寿を迎えて 

・～先人の言葉～中井房五郎先生の言葉① 

 

3月号（553 号） 

・大宮南支部設立 10 周年記念大会 

・～先人の言葉～中井房五郎先生の言葉② 

・外出自粛 高齢者の健康二次被害 （理事 医学博士 関谷剛） 

 

((22))  「「リリーーフフレレッットト」」のの配配布布状状況況  

リーフレットには、「自彊術」の歴史と効能・地域ごとの開催場所や主宰者名が記載されて

いる。8,847 部の配布となった。 
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((33))  「「自自彊彊術術のの栞栞」」のの配配布布状状況況  

栞には、「カリキュラム」「自彊術の心得」とともに、入会に必要な事項が記載されている。

3,663部の配布となった。 

 

  ((44))  「「公公益益法法人人化化 1100周周年年記記念念誌誌」」のの発発行行  

      コロナ禍による本会財政状況への影響が予測困難であることから翌年度以降の実施とした。 

 

３３．．wweebbにによよるる情情報報のの公公開開(定款第 4条第 1項(3)) 

公益法人に要求される情報公開への対応及び社会への普及啓発のために、ホームページのタ

イムリーな更新や、動画の掲出等更なる充実を図っている。 

 

４４．．公公開開講講演演会会のの実実施施(定款第 4条第 1項(4)) 

会員の啓発及び一般の方々への自彊術啓発を目的として、6月に講演会を企画し、 

 杉本八郎 先生 (薬学・脳科学者、同志社大学教授、アルツハイマー型認知症治療薬開発) 

 を再度予定していたが、実施を断念した。 

 

 ５５．．周周年年記記念念行行事事のの実実施施(定款第 4条第 1項(4)) 

  支部周年行事 

・20周年 板 橋 支部  延期 

・10周年 大宮南支部  

 

６６．．海海外外文文化化交交流流のの実実施施(定款第 4条第 1項(4)) 

世界情勢に鑑み、指導者の派遣などの積極的な海外文化交流事業は下記(1)(2)を除き当分控 

えるものとし、 

  (1)ワシントン教室 

   中伝資格免状授与のため、2名の派遣を予定し、また、研修会参加のため 5～6名の来日も予 

定されていたが、中止となった。 

  (2)台湾教室 

   月 1回の講師派遣を予定していたが、中止となった。 

   ただし、令和 4年 3月から、現地指導者による教室がスタートした。 

    

７７．．近近藤藤芳芳朗朗記記念念館館ににおおけけるる展展示示(定款第 4条第 1項(3)) 

自彊術体操の誕生･発展･衰退、そしてその復興の歴史に関する資料の収集と展示を通じて 

自彊術の技術的精神的優秀性を啓発することを目的とする。 

・事務局就業時間中、一般の方も常時見学ができる。(要予約) 

・入館料は無料 

・本年度入館者数 5名  
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Ⅲ 【その他】 

１１．．会会議議(定款第 3章以下及び 4章以下) 

(1)総総会会・・・・・・・・ ○決算総会 令和 3年 6月 16日 京王プラザホテル(東京都新宿区) 

 議題：令和 2年度事業報告・収支決算報告の承認及び監査報告 

    任期満了に伴う役員選任 

○予算総会 令和 4年 3月 2日  本部第二道場   

 議題：令和 4年度事業計画の承認 

    令和 4年度収支予算の承認 

(2)理理事事会会・・・・・・・ ○決算理事会 令和 3年 5月 20日 本部第二道場 

 議題：令和 2年度事業報告・収支決算報告の承認及び監査報告 

    任期満了に伴う役員選任 

○予算理事会 令和 4年 2月 9日  本部第二道場 

議題：令和 4年度事業計画の承認 

   令和 4年度収支予算の承認 

○臨時理事会 令和 3年 6月 16日 京王プラザホテル(東京都新宿区) 

議題：代表理事、業務執行理事の選任 

(3)支支部部主主催催会会議議・・・・ 随時 

本部よりの通達事項の遵守を目的に随時開催された。 

 

 

２２．．見見舞舞金金・・義義援援金金募募金金活活動動のの実実施施  

   令和 3年度は、コロナ禍に加えて、梅雨の期間に関東・東海で大雨となり、熱海市では大 

規模な土石流による被害が出た。地震も宮城県沖（5月）、青森県沖（10月）、山梨県東部・ 

富士五湖（12月）、和歌山県北部（12月）と全国各地で発生し、首都圏では 10月に 10年 

ぶりの震度 5強の揺れを観測。さらに 3月 16日には福島・宮城両県で震度 6強を記録し、 

東北新幹線が脱線するなど大きな被害が発生した。 

 本会「災害対応拠出金口座」には、全国の会員より総額約 113万円のご厚志が寄せられた。

困難な状況にある方々の大きな心の支えとなっており、心より感謝とお礼を申し上げる。 

   執行理事会では、熱海市への災害復興支援並びに東日本大震災復興支援として、義援金約 68

万円を配布することを決定し 3月末に実施した。なお、お見舞金に関しては、3月 16日福島・

宮城県沖地震被災の会員の方々へ次年度繰越金約 45万円の配布を予定している。 
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  ３３．．ママススココミミにに取取りり上上げげらられれたた自自彊彊術術  

本本部部  

・厚生労働省の認可法人「中央労働災害防止協会」の機関誌『HIROBA』に 

 令和 3年 1月号より 12月号まで、「～体が整う～健康体操自彊術」を連載。 

自彊術の歴史と全 31 動の体操のポイントとその効能をイラストや写真を交えて解説。 

 

山山形形県県支支部部  

・日本郵政山形支部会報 自彊術の紹介 

 

茨茨城城県県支支部部  

・月間りぃ～ど 7月号（（株）いわきジャーナル）（6月 27日発行） 

「おんな劇場」欄 細腕なんて言わせない！！ 自彊術と指導員の活躍を紹介 

 

東東京京北北支支部部  

・エフエム福井放送（株）「モーニングチューン」（4月 6日放送） 

 

板板橋橋支支部部  

・狭山ケーブルテレビ（株）「みんなが主役エール狭山」（2022 年 1月 1日～7日放送） 

 

立立川川支支部部  

・西多摩新聞「ライトアップこの人」欄 「家で出来る運動 学んでトライ」（10月 1日） 

 指導員と活動サークルを紹介 

 

神神奈奈川川南南支支部部  

・タウンニュース 2022年 2月 3日号 自彊術で免疫力向上  

 

静静岡岡葵葵支支部部  

・伊豆新聞「趣味のとき」欄「明るく楽しく『医療費 0』目指す」（12月 22日） 

 

大大阪阪府府支支部部  

・みのお FM「タッキー８１６」街角ルポ（10月 13日、3月 16日放送） 

 

滋滋賀賀県県支支部部  

・（株）ZTV滋賀放送局「おうみ！かわら版」（3月 31日放送） 

 

京京都都洛洛中中支支部部  

・KBS 京都テレビ「おはよう！輝き世代」（5月 16日放送）  
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岡岡山山支支部部  

・退職互助会報№139（一般財団法人 岡山県教育職員互助組合）(11月 25日発行) 

  私の健康法「自彊術と共に」 

・ふれあいえんざ（香川県高松市円座校区コミュニティ協議会広報誌）（10月 1日発行） 

  「同好会紹介」欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

令令和和 33 年年度度事事業業報報告告  附附属属明明細細書書  

  

  令令和和 33 年年度度事事業業報報告告ににはは、、「「一一般般社社団団法法人人及及びび一一般般財財団団法法人人にに関関すするる法法律律

施施行行細細則則」」第第 3344 条条 33 項項にに規規程程すするる附附属属明明細細書書「「事事業業報報告告のの内内容容をを補補足足すするる

重重要要なな事事項項」」がが存存在在ししなないいののでで作作成成ししなないい。。  

 

令令和和 44 年年 55 月月 1188 日日  

公公益益社社団団法法人人  自自彊彊術術普普及及会会  

 

 

 

  「「国国とと特特にに密密接接なな関関係係ががああるる」」公公益益法法人人へへのの該該当当性性ににつついいてて（（報報告告））  

  

  「「当当法法人人はは、、国国家家公公務務員員法法等等のの規規定定にに関関しし、、国国家家公公務務員員ででああっったた者者がが法法人人

のの役役員員ととししてて再再就就職職すするる場場合合にに事事前前にに政政府府にに届届出出をを行行ううここととがが必必要要なな「「国国

とと特特にに密密接接なな関関係係ががああるる法法人人」」にに該該当当ししまませせんん。。」」旨旨のの報報告告をを、、内内閣閣官官房房

内内閣閣人人事事局局内内閣閣参参事事官官（（退退職職管管理理担担当当））宛宛にに致致ししままししたた。。  

 

平平成成 3300 年年 1100 月月 2222日日  

公公益益社社団団法法人人  自自彊彊術術普普及及会会  
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公益社団法人 自彊術普及会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位:円）

科　　　　　目 当　年　度 前　年　度 増　減

Ⅰ　資産の部

　１　流動資産

　　　　　現金預金 171,361,748 155,539,846 15,821,902

　　　　　未収金 304,510 2,646,117 -2,341,607

　　　　　前払金 3,300,000 1,100,000 2,200,000

　　　　　前払費用 861,243 2,656,503 -1,795,260

　　　　　　　　流動資産合計 175,827,501 161,942,466 13,885,035

　２　固定資産

　　(1)　基本財産

　　　　　投資有価証券 30,105,000 30,105,000 0

　　　　　　　　基本財産合計 30,105,000 30,105,000 0

　　(2)　特定資産

          退職給付引当資産 25,000,000 25,000,000 0

          減価償却引当資産 107,000,000 107,000,000 0

          新自彊術会館建設積立資産 149,000,000 149,000,000 0

　　　　　　　　特定資産合計 281,000,000 281,000,000 0

　　(3)　その他固定資産

　　　　　建物 350,709,492 350,709,492 0

　　　　　建物附属設備 17,097,820 17,097,820 0

　　　　　構築物 1,053,982 1,053,982 0

　　　　　什器備品 10,955,767 10,955,767 0

　　　　　土地 267,724,687 267,724,687 0

　　　　　減価償却累計額 -157,766,044 -150,363,958 -7,402,086

　　　　　電話加入権 72,800 72,800 0

　　　　　商標権 1,965,295 2,438,175 -472,880

　　　　　保証金 20,000 20,000 0

　　　　　　　　その他固定資産合計 491,833,799 499,708,765 -7,874,966

　　　　　　　　固定資産合計 802,938,799 810,813,765 -7,874,966

　　　　　　　　資産合計 978,766,300 972,756,231 6,010,069

令令和和33年年度度  貸貸借借対対照照表表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和4年3月31日現在　　　　　　　　　　　　　　

令令和和33年年度度  決決算算報報告告書書
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科　　　　　目 当　年　度 前　年　度 増　減

Ⅱ　負債の部

　１　流動負債

　　　　　未払金 2,611,582 3,801,748 -1,190,166

　　　　　前受会費 40,083,000 38,999,500 1,083,500

　　　　　預り金 1,158,581 935,272 223,309

　　　　　　　流動負債合計 43,853,163 43,736,520 116,643

　２　固定負債

        　役員退職慰労引当金 27,517,500 28,965,000 -1,447,500

        　退職給付引当金 2,542,716 2,299,756 242,960

　　　　　　　固定負債合計 30,060,216 31,264,756 -1,204,540

　　　　　　　負債合計 73,913,379 75,001,276 -1,087,897

Ⅲ　正味財産の部

　１　指定正味財産

          寄付金 30,000,000 30,000,000 0

　　　　　　　指定正味財産合計 30,000,000 30,000,000 0

　　　　　（うち基本財産への充当額） (30,000,000) (30,000,000) (0)

　２　一般正味財産

          一般正味財産 874,852,921 867,754,955 7,097,966

　　　　　　 　一般正味財産合計　 874,852,921 867,754,955 7,097,966

　　　　　（うち基本財産への充当額） (105,000) (105,000) (0)

　　　　　（うち特定資産への充当額） (256,000,000) (256,000,000) (0)

　　　　　　　正味財産合計 904,852,921 897,754,955 7,097,966

　　　　　　　負債及び正味財産合計 978,766,300 972,756,231 6,010,069
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公益社団法人 自彊術普及会 (単位：円）

科　　　　　目 当　年　度 前　年　度 増　減

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１　経常増減の部

(1) 経常収益

①　基本財産運用益 120,000 120,000 0

②　特定資産運用益 5,418 27,501 -22,083

③　受取会費 151,047,000 162,915,000 -11,868,000

正会員受取会費 6,400,000 6,480,000 -80,000

賛助会員受取会費 144,647,000 156,435,000 -11,788,000

④　事業収益 34,407,251 19,352,925 15,054,326

講習会等実施事業収益 5,952,951 5,490,725 462,226

指導者養成事業収益 21,122,800 7,174,200 13,948,600

資格等授与事業収益 7,331,500 6,688,000 643,500

⑤　受取寄付金 250,000 250,000 0

受取寄付金 250,000 250,000 0

⑥　雑収益 213,868 202,834 11,034

受取利息 268 234 34

その他雑収益　　　　　　 213,600 202,600 11,000

経常収益計 186,043,537 182,868,260 3,175,277

(2)　経常費用

①　事業費 150,433,105 150,477,275 -44,170

役員報酬 24,652,080 24,497,730 154,350

給料手当 24,142,442 23,521,636 620,806

臨時雇賃金 3,416,075 5,233,075 -1,817,000

報酬謝金 14,071,900 8,979,700 5,092,200

役員退職慰労引当金繰入額 872,798 1,219,367 -346,569

退職給付費用 173,047 184,299 -11,252

退職給付金 980,000 300,000 680,000

法定福利費 2,076,378 2,998,411 -922,033

会議費 2,935,648 1,854,330 1,081,318

会場費 207,835 0 207,835

研修会場費 4,128,182 2,132,500 1,995,682

旅費交通費 7,954,514 6,876,859 1,077,655

通信運搬費 9,645,896 10,493,337 -847,441

減価償却費 7,057,445 7,276,587 -219,142

消耗品費 6,798,232 6,275,278 522,954

修繕費 1,099,494 990,198 109,296

印刷製本費 8,952,260 9,878,850 -926,590

渉外費 305,586 83,787 221,799

光熱水料費 1,296,739 1,189,889 106,850

リース料 431,957 431,957 0

保険料 363,300 352,095 11,205

諸謝金 625,000 606,000 19,000

租税公課 431,831 5,831,025 -5,399,194

インターネット費 15,312 15,136 176

支払手数料 269,664 270,739 -1,075

委託費 3,601,800 4,129,800 -528,000

事務委託費 22,297,300 23,677,050 -1,379,750

令令和和33年年度度  正正味味財財産産増増減減計計算算書書
 令和3年4月1日から令和4年3月31日まで
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科　　　　　目 当　年　度 前　年　度 増　減

雑費 1,630,390 1,177,640 452,750

②　管理費 28,512,466 28,053,507 458,959

役員報酬 10,127,920 9,792,270 335,650

給料手当 3,830,625 3,999,156 -168,531

役員退職慰労引当金繰入額 394,702 461,133 -66,431

退職給付費用 69,913 84,941 -15,028

退職給付金 400,000 0 400,000

法定福利費 2,417,774 1,426,344 991,430

福利厚生費 430,440 313,142 117,298

会議費 407,578 1,041,022 -633,444

会場費 790,570 0 790,570

旅費交通費 1,023,984 724,292 299,692

通勤費 651,570 632,974 18,596

通信運搬費 1,075,610 1,097,924 -22,314

減価償却費 817,521 957,531 -140,010

什器備品費 0 367,255 -367,255

消耗品費 204,121 304,483 -100,362

修繕費 51,700 51,700 0

印刷製本費 322,056 467,475 -145,419

渉外費 381,440 106,829 274,611

光熱水料費 456,201 451,302 4,899

リース料 91,627 91,627 0

保険料 24,680 23,088 1,592

諸謝金 73,040 0 73,040

租税公課 227,374 1,535,480 -1,308,106

支払寄付金 32,000 2,000 30,000

支払手数料 76,011 82,496 -6,485

委託費 3,233,967 3,216,570 17,397

雑費 900,042 822,473 77,569

経常費用計 178,945,571 178,530,782 414,789

当期経常増減額 7,097,966 4,337,478 2,760,488

　２　経常外増減の部

(1)　経常外収益

経常外収益計 0 0 0

(2)　経常外費用

経常外費用計 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0

当期一般正味財産増減額 7,097,966 4,337,478 2,760,488

一般正味財産期首残高 867,754,955 863,417,477 4,337,478

一般正味財産期末残高 874,852,921 867,754,955 7,097,966

Ⅱ　指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額 0 0 0

指定正味財産期首残高 30,000,000 30,000,000 0

指定正味財産期末残高 30,000,000 30,000,000 0

Ⅲ　正味財産期末残高 904,852,921 897,754,955 7,097,966
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普及促進事業
(公　１）

普及啓発事業
(公　２）

共　通 小　計

Ⅰ一般正味財産増減の部

　１　経常増減の部

　(1) 経常収益

　　①基本財産運用益 0 0 120,000 120,000 0 120,000

　　②特定資産運用益 0 0 5,418 5,418 0 5,418

　　③受取会費 0 0 75,523,500 75,523,500 75,523,500 151,047,000

　　　正会員受取会費 0 0 3,200,000 3,200,000 3,200,000 6,400,000

　　　賛助会員受取会費 0 0 72,323,500 72,323,500 72,323,500 144,647,000

　　④事業収益 34,407,251 0 0 34,407,251 0 34,407,251

　　  講習会等実施事業収益 5,952,951 0 0 5,952,951 0 5,952,951

　    指導者養成事業収益 21,122,800 0 0 21,122,800 0 21,122,800

　　  資格等授与事業収益 7,331,500 0 0 7,331,500 0 7,331,500

　　⑤受取寄付金 0 0 250,000 250,000 0 250,000

　　　受取寄付金 0 0 250,000 250,000 0 250,000

　　⑥雑収益 12,000 201,600 268 213,868 0 213,868

　　　受取利息 0 0 268 268 0 268

　　　雑収益　　　　　　 12,000 201,600 0 213,600 0 213,600

　　　経常収益計 34,419,251 201,600 75,899,186 110,520,037 75,523,500 186,043,537

　(2) 経常費用

　　①事業費 96,213,935 54,219,170 0 150,433,105 0 150,433,105

  役員報酬 17,769,840 6,882,240 24,652,080 24,652,080

  給料手当 19,738,704 4,403,738 24,142,442 24,142,442

  臨時雇賃金　　 3,416,075 0 3,416,075 3,416,075

  報酬謝金 14,071,900 0 14,071,900 14,071,900

  役員退職慰労引当金繰入額 684,680 188,118 872,798 872,798

  退職給付費用 144,228 28,819 173,047 173,047

  退職給付金 980,000 0 980,000 980,000

  法定福利費 1,790,916 285,462 2,076,378 2,076,378

  会議費 2,776,186 159,462 2,935,648 2,935,648

  会場費 0 207,835 207,835 207,835

  研修会場費 4,128,182 0 4,128,182 4,128,182

  旅費交通費 7,928,190 26,324 7,954,514 7,954,514

  通信運搬費 2,529,920 7,115,976 9,645,896 9,645,896

  減価償却費 5,838,803 1,218,642 7,057,445 7,057,445

  消耗品費 5,169,290 1,628,942 6,798,232 6,798,232

  修繕費 1,099,494 0 1,099,494 1,099,494

  印刷製本費 217,160 8,735,100 8,952,260 8,952,260

　渉外費 305,586 0 305,586 305,586

  光熱水料費 1,101,131 195,608 1,296,739 1,296,739

  リース料 296,349 135,608 431,957 431,957

  保険料 315,393 47,907 363,300 363,300

令令和和33年年度度  正正味味財財産産増増減減計計算算書書内内訳訳表表
令和3年4月1日から令和4年3月31日まで

合　計

公益社団法人 自彊術普及会                                                                                                  (単位:円）

法人会計科　　　　目

公益目的事業会計
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普及促進事業
(公　１）

普及啓発事業
(公　２）

共　通 小　計
合　計法人会計科　　　　目

公益目的事業会計

  諸謝金 20,000 605,000 625,000 625,000

  租税公課 398,863 32,968 431,831 431,831

  インターネット費 0 15,312 15,312 15,312

  支払手数料 259,555 10,109 269,664 269,664

  委託費 2,941,800 660,000 3,601,800 3,601,800

  事務委託費 839,500 21,457,800 22,297,300 22,297,300

  雑費 1,452,190 178,200 1,630,390 1,630,390

　　②管理費 0 0 0 0 28,512,466 28,512,466

  役員報酬 10,127,920 10,127,920

  給料手当 3,830,625 3,830,625

  役員退職慰労引当金繰入額 394,702 394,702

  退職給付費用 69,913 69,913

  退職給付金 400,000 400,000

  法定福利費 2,417,774 2,417,774

  福利厚生費 430,440 430,440

  会議費 407,578 407,578

  会場費 790,570 790,570

  旅費交通費 1,023,984 1,023,984

  通勤費 651,570 651,570

  通信運搬費 1,075,610 1,075,610

  減価償却費 817,521 817,521

  消耗品費 204,121 204,121

  修繕費 51,700 51,700

  印刷製本費 322,056 322,056

  渉外費 381,440 381,440

  光熱水料費 456,201 456,201

  リース料 91,627 91,627

  保険料 24,680 24,680

  諸謝金 73,040 73,040

  租税公課 227,374 227,374

  支払寄付金 32,000 32,000

  支払手数料 76,011 76,011

  委託費 3,233,967 3,233,967

  雑費 900,042 900,042

　経常費用計 96,213,935 54,219,170 0 150,433,105 28,512,466 178,945,571

　当期経常増減額 -61,794,684 -54,017,570 75,899,186 -39,913,068 47,011,034 7,097,966

　２　経常外増減の部

　　(1)経常外収益

　　　　経常外収益計 0 0 0 0 0 0

　　(2)経常外費用

　　　　経常外費用計 0 0 0 0 0 0

　　　　当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0

 他会計振替前当期一般正味財産増減額 -61,794,684 -54,017,570 75,899,186 -39,913,068 47,011,034 7,097,966

        他会計振替額 0 0 39,913,068 39,913,068 -39,913,068 0
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普及促進事業
(公　１）

普及啓発事業
(公　２）

共　通 小　計
合　計法人会計科　　　　目

公益目的事業会計

　  当期一般正味財産増減額 -61,794,684 -54,017,570 115,812,254 0 7,097,966 7,097,966

　　一般正味財産期首残高 509,375,617 358,379,338 867,754,955

　　一般正味財産期末残高 509,375,617 365,477,304 874,852,921

Ⅱ　指定正味財産増減の部

    当期指定正味財産増減額 0 0 0

　　指定正味財産期首残高 30,000,000 0 30,000,000

　　指定正味財産期末残高 30,000,000 0 30,000,000

Ⅲ　正味財産期末残高 539,375,617 365,477,304 904,852,921
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１　重要な会計方針
　　(1)　投資有価証券の評価基準及び評価方法
　　　　　満期保有目的の債券について、償却原価法は重要性が乏しいため採用していない。
　　(2)　固定資産の減価償却方法

①　有形固定資産
　　　　建物については、定額法によっている。
　　　　建物附属設備、構築物については、定額法及び定率法によっている。
　　　　什器備品については、定率法によっている。
②　無形固定資産
　　　　定額法によっている。

　　(３)　役員退職慰労引当金の計上基準
　　　　　役員の退職手当の支払に充てるため、規程に基づく期末要支給額を計上している。　　役員の退職慰労金の支払いに充てるため規定に基づく期末要支給額を計上している。

　　(5)　消費税等の会計処理
　　　　　税込方式によっている。

　　　　特定資産の増減額およびその残高は、次のとおりである。基本財産及び特定資産の増減額とその残高は、次のとおりである。
（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期末残高

30,105,000 0 30,105,000
30,105,000 0 30,105,000

25,000,000 0 25,000,000
107,000,000 0 107,000,000
149,000,000 0 149,000,000
281,000,000 0 281,000,000
311,105,000 0 311,105,000

　　　　特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。
（単位：円）

当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当）

（うち負債に
対応する額）

30,105,000 (30,000,000) (-)
30,105,000 (30,000,000) (-)

25,000,000 (-) (25,000,000)
107,000,000 (-) (-)
149,000,000 (-) (-)

　 281,000,000 (-) (25,000,000)
311,105,000 (30,000,000) (25,000,000)

　減価償却引当資産 0

　減価償却引当資産 (107,000,000)
(-)

合　計

３　基本財産及び特定資産の財源等の内訳

0

（うち一般正味
財産からの充当）

(105,000)

(256,105,000)

(149,000,000)
(256,000,000)

　投資有価証券

当期減少額

0
0

0

0
0

(105,000)

２　基本財産及び特定資産の増減額とその残高

特定資産

科　　目

　　　　　　　　小計　　　　　

　退職給付引当資産

合　計

　　　　　　　　小計

　新自彊術会館建設積立資産

基本財産

　　　　　　　　　小計
特定資産

　　職員に対する退職金の支払いに備えるため規定に基づく期末要支給額を計上している。

令令和和33年年度度  財財務務諸諸表表にに対対すするる注注記記

科　　目

　退職給付引当資産

　新自彊術会館建設積立資産

基本財産
　投資有価証券

    (4)   退職給付引当金の計上基準

小計
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４　固定資産の取得価額、減価償却累計額および当期末残高
　　　　　固定資産の取得価額、減価償却累計額および当期末残高は、次のとおりである。

取得価額 減価償却累計額
350,709,492 133,289,755
17,097,820 12,893,967
1,053,982 874,899

10,955,767 8,779,333
1,965,295 1,928,090

381,782,356 157,766,044
期中に除却した商標権472,880円は除いている。

 

５　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価格、時価および評価損益
　　　　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価格、時価および評価損益は、次のとおりである。

帳簿価格 時価
30,105,000 30,399,000
30,105,000 30,399,000

６　支部組織の会計の合計
　　　　昨年度より支部組織の会計を合計表示している。平成20年度より支部組織の会計を合計表示している。

支部が独立した会計単位となっていないため本部が支部からの会計資料を基礎にして決算を
行い、本部会計と合計している。

７　引当金の明細
（単位：円）

目的使用 その他
役員退職慰労引当金 28,965,000 1,267,500 2,715,000 0 27,517,500
退職給付引当金 2,299,756 242,960 0 0 2,542,716

期末残高

（単位：円）
当期末残高

217,419,737
4,203,853

224,016,312

294,000

期首残高 当期増加額
当期減少額

294,000

（単位：円）
評価損益

179,083
2,176,434

37,205

科　　目

商標権

建物附属設備
建物

什器備品

科　　目
第339回利付国債（10年）

合　計

構築物

合　計

科　　目
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　　　　場場所所･･物物量量等等 　　　　　　　　　　　　　　使使用用目目的的等等 　　　　金金額額

(流動資産） 現金 ・手元保管(本部） 運転資金として 351,739

・手元保管(各支部・56口） 運転資金として 5,302,424

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜＜現現金金計計＞＞ 55,,665544,,116633

預金 ・城北信用金庫駒込支店 運転資金として 49,964,704

・三菱ＵＦＪ銀行駒込支店 運転資金として 2,352,700

・ゆうちょ銀行中里郵便局 運転資金として 313,378

・ゆうちょ銀行支部口座(56口） 運転資金として 100,105,991

　　　　　　　　　　　     　　　　　    <<普普通通預預金金計計＞＞ 115522,,773366,,777733

・ゆうちょ銀行中里郵便局 運転資金として   (26471) 12,526,031

・ゆうちょ銀行中里郵便局 災害支援金口座として (417841) 444,781

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜＜振振替替預預金金計計＞＞ 1122,,997700,,881122

未収金 ・講師料等の未収額 普及促進事業に供する講師料等の未収分 304,510

前払金 ・システム開発費の前払金 教場管理システムの着手金及び準備作業費 3,300,000

前払費用 ・火災保険料等前払費用額 公益目的事業及び管理業務の用に供する前払費用 861,243

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜＜そそのの他他計計＞＞ 44,,446655,,775533

　　　　流流動動資資産産合合計計 117755,,882277,,550011

（固定資産）

　基本財産 投資有価証券 ・第339回利付国債 公益目的保有財産であり、運用益を公益目的 30,105,000

事業の財源として使用している。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜＜基基本本財財産産計計＞＞ 3300,,110055,,000000

　特定資産 退職給付引当資産 ・定期預金 負債（退職引当金）に対応して引当された資産 15,000,000

・普通預金 負債（退職引当金）に対応して引当された資産 10,000,000

　三菱UFJ銀行駒込支店

減価償却引当資産 ・定期預金 減価償却累計額に対応して引当された資産 107,000,000

　三菱UFJ銀行駒込支店

新自彊術会館建設・定期預金 資産取得資金であり、新自彊術会館建設目的 149,000,000
積立資産 　三菱UFJ銀行駒込支店 のために積立られた資産

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜＜特特定定資資産産計計＞＞ 228811,,000000,,000000

 その他固定 建物 ・会館 公益目的事業及び管理業務の用に供しており、 32,428,617

 資産 　北区中里二丁目14-1 共用割合は66%:34%である。

建物 ・本部道場 公益目的事業の用に100%供している。 124,961,784

　北区中里二丁目12-3

建物（工事） ・資料館及び会館内装工事 公益目的事業及び管理業務の用に供しており、 9,732,459

　北区中里二丁目14-1 共用割合は82%:18%である。

建物 ・第二道場 公益目的事業の用に100%供している。 39,241,123

　北区中里二丁目14-3

建物（改修工事） ・資料館及び事務所の改修工事公益目的事業及び管理業務の用に供しており、 4,905,109

　北区中里二丁目14-1 共用割合は31%:69%である。

建物（補修工事） ・本部道場の外部補修工事 公益目的事業の用に100%供している。 6,150,645

　北区中里二丁目12-3

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜＜建建物物計計＞＞ 221177,,441199,,773377

建物附属設備 ・会館の空調・電気・昇降　　　　　公益目的事業及び管理業務の用に供しており、 2

　設置工事 共用割合は50%:50%

・本部道場･会館の看板交換 公益目的事業及び管理業務の用に供しており、 2

　工事 共用割合は76%:24%

令令和和33年年度度  財財産産目目録録
令和4年3月31日現在

公益社団法人 自彊術普及会　　　　　　      　　　　　　　　　　　　　　　　　               　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：円）

　　　　貸貸借借対対照照表表科科目目
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　　　　場場所所･･物物量量等等 　　　　　　　　　　　　　　使使用用目目的的等等 　　　　金金額額　　　　貸貸借借対対照照表表科科目目

・第二道場の電気･ガス･ 公益目的事業の用に100%供している。 903,763

　給排水･冷暖房等設備工事 　

・会館2F設備･電気･照明工事 管理業務の用に100%供している。 1,313,074

・会館3F電気工事･ﾐﾆｷｯﾁﾝ等 公益目的事業の用に100%供している。 112,173

・本部道場空調機ｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ 公益目的事業の用に100%供している。 630,099

・本部道場地下倉庫棚設置工事管理業務の用に100%供している。 149,350

・本部道場空調機ｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ追加工事公益目的事業の用に100%供している。 1,095,390

　　　　　　　　　　　　　　　　　＜＜建建物物附附属属設設備備計計＞＞ 44,,220033,,885533

構築物 ・第二道場の舗装・排水工事、 公益目的事業の用に100%供している。 179,083

　ネットフェンス･電動門扉

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜＜構構築築物物計計＞＞ 117799,,008833

什器備品 ・家具 公益目的事業、管理業務の共用割合22%:78% 34,226

・コンピューターサーバー 公益目的事業の用に100%供している。 751,444

・組込金庫 公益目的事業、管理業務の共用割合22%:78% 40,755

・第二道場の電話設備･共同 公益目的事業の用に100%供している。 1

　視聴装置

・第二道場のインターフォン 公益目的事業の用に100%供している。 1

　設備工事

・絵画 管理業務の用に100%供している。 1,350,000

・会館2Fエアコン･ブラインド 管理業務の用に100%供している。 2

・会館1Fエアコン 公益目的事業の用に100%供している。 1

・会館3Fエアコン･換気扇 公益目的事業の用に100%供している。 1

・会館3F事務机･応接セット 管理業務の用に100%供している。 2

・AED 2台 公益目的事業の用に100%供している。 1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　<<什什器器備備品品計計＞＞ 22,,117766,,443344

土地 ・95.70㎡（会館） 公益目的事業及び管理業務の用に供しており、 66,453,187

北区中里二丁目14-1 共用割合は66%:34%である。

土地 ・131.23㎡（本部道場） 公益目的事業の用に100%供している。 109,410,000

北区中里二丁目12-3

土地 ・116.68㎡（第二道場） 公益目的事業の用に100%供している。 91,861,500

北区中里二丁目14-3

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜＜土土地地計計＞＞ 226677,,772244,,668877

商標権 ・自彊術に関する日本･中国･ 公益目的事業の用に100%供している。 37,205

　台湾の商標権

電話加入権 ・電話加入権 公益目的事業の用に100%供している。 72,800

保証金 ・警備保障会社契約保証金 管理業務の用に100%供している。 20,000

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜＜そそのの他他計計＞＞ 113300,,000055

　　固固定定資資産産合合計計 880022,,993388,,779999

997788,,776666,,330000

（流動負債） 未払金 ・アーク印刷 月刊機関紙印刷代等の未払額 1,251,063

・郵便事業 3月分後納郵便代 33,305

・北社会保険事務所 3月分厚生年金保険料他 313,520

・本部道場研修会 令和3年度研修会費休講分の返金 897,600

・日立ビルシステム 本部道場エレベーター修理代 116,094

　　　　　　　　　　　　　　　＜＜未未払払金金＞＞ 22,,661111,,558822

前受会費 ・賛助会費 令和4年度賛助会費の前受会費 33,565,500

・研修会費 令和4年度本部研修会in熱海の研修会費 2,579,500

・研修会費 令和4年度本部道場研修会費 3,938,000

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜＜前前受受会会費費＞＞ 4400,,008833,,000000

　　　　資資産産合合計計
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　　　　場場所所･･物物量量等等 　　　　　　　　　　　　　　使使用用目目的的等等 　　　　金金額額　　　　貸貸借借対対照照表表科科目目

預り金 ・王子税務署 3月分 給与分源泉所得税 340,459

・　　〃 3月分 204条源泉所得税 35,326

・豊島区役所他 3月分 住民税 280,200

・雇用保険料 57,815

・災害支援金 444,781

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜＜預預りり金金＞＞ 11,,115588,,558811

　　流流動動負負債債合合計計 4433,,885533,,116633

（固定負債） 役員退職慰労引当金 ・役員退職慰労引当金 常勤役員の退職慰労金の引当金 27,517,500

　　　　　　　　　　　　　　　＜＜役役員員退退職職慰慰労労引引当当金金＞＞ 2277,,551177,,550000

退職給付引当金 ・退職給付引当金 職員退職金の引当金 2,542,716

　　　　　　　　　　　　　　　　　＜＜退退職職給給付付引引当当金金＞＞ 22,,554422,,771166

　　固固定定負負債債合合計計 3300,,006600,,221166

7733,,991133,,337799

990044,,885522,,992211

　　　　負負債債合合計計
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